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（分析の骨子） 

政府は 2019年度版の「経済財政白書」を 7月 23日に公表した。生産性の向上や働き手の多様化に焦

点を当てているのが特徴で、副題は「「令和」新時代の日本経済」となっている。主な骨子は、「日本的雇

用慣行」が現在の日本経済を取り巻く環境の中では合理性を失いつつあると問題提起し、①従業員が 1つ

の企業に長く勤め、年功序列で賃金や昇進が決まると、女性や外国人など多様な人材の活躍の弊害になる

こと、②企業内の訓練や経験だけで育った従業員は創造的な仕事が苦手な傾向があり、技術の進歩が速い

現在では、若いころに身に付けた技術が陳腐化しやすいことなどを指摘した。そのうえで、出産や育児が

女性のキャリアにとって不利に働くことや中途採用や外国人といった外部の優秀な人材が活躍できない

こと、生産性に応じた賃金が支払われないことなどを挙げ、多様な人材の活躍に向けた改善が必要になっ

ていると論じた。 

さらに、分析の詳細は省くが、①高齢者の雇用拡大が若者の処遇に影響を与えるとの懸念については、

高齢者雇用の増加が若年層の賃金や雇用を抑制する関係性は見られなかったこと、②外国人労働者に関

しても日本人雇用者との関係は補完関係にあること、③人材の多様性は生産性の向上につながること、④

企業における人材の多様性と収益・生産性の関係について、男性と女性が平等に活躍している企業ほど収

益率が向上している傾向があることなどを紹介している。 

 

（住宅・不動産業に関する記述） 

今年の経済財政白書において、住宅、不動産に関する記述は極めて少ない。それぞれ、ひとつづつ関連

する記述を再掲しておこう。 
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（住宅着工の駆け込みは限定的） 
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（RPA（Robotics Process Automation）は労働生産性の押上効果が高い―不動産業は遅れ気味―） 

 

 

 

（荒井 俊行） 


